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北は久多に接する標高約 200 ～ 800m の小盆地に
13 集落が形成され、総土地面積約 50.6㎢に 636 世




















ここ 30 年間の京都市の人口は 140 万人半ばの
横ばいで推移し、左京区の人口も 17 万人前後と
なっている。他方、大原地域の人口は、1997 年の
2,693 人をピークに減少に転じて 2004 年に 2,290
人まで落ち込み、翌年は 2,527 人まで伸長したが
その後は減少基調となり、2012 年は 2,249 人とな











人口は 1990 年と 2010 年の値を比較している。こ
の間の大原地域における人口の変化を俯瞰すると、
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大原地域は 1985 年から 2010 年にかけて 3 ～ 4 人
の間で推移し、約 2 人の左京区や京都市と比較する
と 1 世帯当たり人員は群を抜いている 18。
3　地域産業の衰退と農業を軸とした地域づくり
大原地域における従業上の地位・産業別就業者数
について、1990 年から 2010 年にかけて 5 年ごと





て変動があるが、2010 年は取り上げた 5 か年では
最低の 75 人である。農業・林業の項目は 1995 年
は 58 人であったが、その後は減少に転じて 2010
年は 37 人である。そして、各産業の動向では分類
不能の産業以外はいずれも減少傾向にあるといえ
る。卸売業・小売業では 1990 年に 274 人の就業者
があったが、2000 年の 324 人をピークに減少して





ている 19。往時には年間 120 万人の観光客が大原地
域を訪れていた 20 が現在では 3 分の 1 に減り、「（大

























るところの 1985 年から 2010 年にかけての農家減
少率は 14.1%となっており、減少幅が比較的小さい
ことが分かる。
加えて、2005 年から 2010 年の間に注目すると、
大原地域では野菜生産が主たる農家が下げ止まって
いる。しかも、1985 年から 2005 年までの統計で






















30㎡の貸農園が 39 区画整備され、1 区画が年間 2
万円で貸し出されている。大原地域の住民によって
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立ち上げられた株式会社大原アグリビジネス 21 が
運営し、従業員は 30 人（正社員 2 人、パート 28
人）、出荷農家は 118 人、年間販売額は 1 億 6,500
万円（2011 年）に上る。出荷に際して青果及び花
卉は 10％、加工品は 15％の手数料がかかり、さら




9 時から午後 5 時で月曜定休の週 6 日営業で、毎週
日曜日の早朝には旬菜市場の隣で朝市が開催されて
いる 23。　





が 1999 年に結成した大原農業クラブが、国道 367
号沿いで日曜日の早朝に朝市を開催して多額の販売
額を計上していた。その年間販売額は開設初年度の
1999 年度は 2,500 万円に満たなかったが、2006
年度には約 7,000 万円に上っていた 24。そこで、成
長過程にある大原農業クラブや朝市の組織を土台と























































































































性］が 8 世帯、［憩いの場］が 5 世帯、［好循環］が
5 世帯である。また、株主が 14 世帯、会員が 16 世
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注 1）売上エリアは、2011 年度の POS データによる年間販売額と年間来客者数から 1 回当たりの購入額
を算出したうえで、アンケート調査の結果と組み合わせて推定した。
注 2）調達エリアは、「里の駅大原」提供資料の地場産品比率 95％から推定した。
注 3）賃金・給与支払エリアは、2014 年 8 月において直近の実績に基づいて算出した。
資料：運営主体への聞き取り調査、利用者アンケート調査より作成。
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㛵㐃 ㈙≀ඛ
㻝 ⲡ 㻲㻣㻡 ↓⫋ ᭶㻝 㻝 㻝 ㈙≀฼౽ᛶ ኱ὠᕷ䚸㧗㔝
㻞 ⲡ 㻲㻢㻣 ↓⫋ ༙㻝 㻝 㻟 㞠⏝䛾☜ಖ䚸ほග᣺⯆ ᵝ䚻
㻟 ⲡ 㻲㻡㻤 ↓⫋ 㐌㻝 㻟 㻟 ఍ဨ䠄ᮌᕤရ䠅 ୖி༊䚸୰ி༊
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㻤 ᡞ 㻲㻢㻥 ↓⫋ ᭶㻞䡚㻟 㻝 㻝 ዲᚠ⎔䚸㔠㖹཰ධ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䚸⡿䠅 ⏕༠䚸㧗㔝
㻥 ᡞ 㻲㻤㻢 ↓⫋ ༙㻝 㻝 㻝 㔠㖹཰ධ ఍ဨ ᵝ䚻
㻝㻜 ᡞ 㻲㻣㻜 ↓⫋ 㐌㻝 㻝 㻝 ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䠅 ⏕༠
㻝㻝 ᡞ 㻲㻢㻟 ఍♫ဨ ᭶㻞䡚㻟 㻞 㻞 ᠁䛔䛾ሙ ኱ὠᕷ䚸Ᏺᒣᕷ
㻝㻞 ᡞ 㻹㻣㻣 ↓⫋ ༙㻝 㻝 㻞 ほග᣺⯆䚸ዲᚠ⎔ ኱ὠᕷ
㻝㻟 ᡞ 㻹㻢㻡 ⮬Ⴀ ༙㻝 㻟 㻟 㧗㔝
㻝㻠 ᡞ 㻲㻢㻜 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻞 㻟 ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻝㻡 ᡞ 㻲㻠㻝 ⮬Ⴀ ᭶㻞䡚㻟 㻝 㻝 ㈙≀฼౽ᛶ䚸᠁䛔䛾ሙ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄ⰼ༘䠅 ᒾ಴
㻝㻢 ᡞ 㻹㻠㻠 ⮬Ⴀ ᭶㻝 㻟 㻟 ಟᏛ㝔
㻝㻣 ஭ 㻲㻡㻝 ↓⫋ 㐌㻞䡚㻟 㻝 㻞 㔠㖹཰ධ ఍ဨ䠄㔝⳯䚸⡿䠅䚸㻝㻡 ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸㧗㔝
㻝㻤 ஭ 㻲㻣㻥 ㎰ᴗ ᭶㻝 㻝 㻝 ዲᚠ⎔ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䚸ຍᕤရ䠅䚸㻟㻜 ኱ὠᕷ䚸㧗㔝䚸ᒾ಴
㻝㻥 ஭ 㻹㻣㻡 ↓⫋ 㻙 㻟 㻞 ி㒔ᕷ⾤ᆅ
㻞㻜 ஭ 㻲㻤㻡 ㎰ᴗ ᭶㻝 㻝 㻞 ㈙≀฼౽ᛶ䚸㔠㖹཰ධ ⮬⤥⮬㊊
㻞㻝 ஭ 㻹㻢㻠 ↓⫋ 㻝ᅇ 㻟 㻟 ᒾ಴
㻞㻞 ஭ 㻲㻣㻢 ㎰ᴗ ᭶㻝 㻝 㻝 㔠㖹཰ධ ఍ဨ䠄㔝⳯䚸༸䠅 ⮬⤥⮬㊊䚸ᒾ಴
㻞㻟 ஭ 㻲㻣㻜 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻝 㻞 ほග᣺⯆ 䝁䞊䝥
㻞㻠 ஭ 㻲㻣㻠 ㎰ᴗ 㐌㻝 㻞 㻟 ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䠅䚸㻝㻜 ኱ὠᕷ
㻞㻡 ஭ 㻲㻤㻜 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻝 㻞 ಟᏛ㝔䚸ฟ⏫ᰗ
㻞㻢 㔝 㻲㻢㻜 ஦ົဨ 㐌㻞䡚㻟 㻞 㻝 ᠁䛔䛾ሙ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䠅䚸㻞㻚㻟 䝁䞊䝥䚸㧗㔝䚸໭ⓑᕝ
㻞㻣 㔝 㻲㻢㻝 ఍♫஦ົ 㐌㻝 㻝 㻞 㔠㖹཰ධ䚸ዲᚠ⎔ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䚸⡿䠅䚸㻤㻜 ⏕༠䚸㧗㔝
㻞㻤 㔝 㻹㻡㻜 ఍♫ဨ 㻙 㻟 㻟 ி㒔ᕷ⾤ᆅ
㻞㻥 㔝 㻹㻣㻟 ᯘᴗ ༙㻝 㻟 㻟 ఇ⪔⏣䛾ῶᑡ ᒾ಴
㻟㻜 㔝 㻲㻢㻥 ↓⫋ ༙㻝 㻞 㻟 ᒾ಴䚸㧗㔝
㻟㻝 㔝 㻲㻣㻣 ↓⫋ ༙㻝 㻝 㻝 㔠㖹཰ධ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄㔝⳯䚸⸄䠅 ᒾ಴䚸㧗㔝
㻟㻞 㔝 㻹㻞㻢 ൔ౶ 㐌㻞䡚㻟 㻞 㻞 㧗㔝
㻟㻟 㔝 㻲㻡㻠 ఍♫஦ົ ᭶㻞䡚㻟 㻞 㻞 ㈙≀฼౽ᛶ ᰴ୺ ໭ⓑᕝ
㻟㻠 ୖ 㻲㻡㻡 ୺፬ ༙㻞䡚㻟 㻟 㻞 ఍ဨ䠄㔝⳯䠅 ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻟㻡 ୖ 㻲㻢㻣 ୺፬ ༙㻞䡚㻟 㻞 㻟 ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔䚸⏕༠
㻟㻢 ୖ 㻲㻢㻞 ୺፬ ᭶㻞䡚㻟 㻝 㻟 ㈙≀฼౽ᛶ ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻟㻣 ୖ 㻹㻠㻟 ㎰ᴗ 䈜㻞 㻞 㻞 ㈙≀฼౽ᛶ ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻟㻤 ୖ 㻲㻤㻝 ↓⫋ 䈜㻞䡚㻟 㻞 㻟 ⏕༠䚸ᅄ᮲Ἑཎ⏫
㻟㻥 ୖ 㻹㻣㻢 ↓⫋ ᭶㻞䡚㻟 㻟 㻟 ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻠㻜 ୖ 㻲㻠㻣 ୺፬ ᭶㻞䡚㻟 㻞 㻞 ㈙≀฼౽ᛶ ໭༊
㻠㻝 ୖ 㻲㻢㻡 ୺፬ ᭶㻝 㻝 㻟 ᣺䜚኎䜚䛾ῶᑡ ⏕༠䚸ᒾ಴䚸㧗㔝
㻠㻞 ୖ 㻲㻡㻜ᚋ ఍♫஦ົ ᭶㻝 㻝 㻞 ᠁䛔䛾ሙ ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴
㻠㻟 ୖ 㻲㻡㻡 ᩍဨ ༙㻝 㻞 㻞 㔠㖹཰ධ ఍ဨ䠄㔝⳯䚸⡿䠅䚸㻠㻜 ⏕༠䚸໭༊
㻠㻠 ኱ 㻹㻢㻤 ᩍဨ ༙㻝 㻙 㻟 ⏕༠
㻠㻡 ኱ 㻹㻣㻤 ⮬Ⴀ ༙㻝 㻟 㻟 䛴䛺䛜䜚䛾๰ฟ 㧗㔝䚸኱ὠᕷ
㻠㻢 ኱ 㻹㻢㻡 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻝 㻞 ኱ὠᕷ䚸㧗㔝
㻠㻣 ኱ 㻹㻤㻜 ㎰ᴗ䚸㐀ᅬ ༙㻝 㻞 㻟 㔠㖹཰ධ ᒾ಴䚸୍஌ᑎ䚸኱ὠᕷ
㻠㻤 ኱ 㻲㻞㻜ᚋ ఍♫ဨ ᭶㻝 㻝 㻞 ほග᣺⯆ 㧗㔝
㻠㻥 ኱ 㻲㻢㻡 ↓⫋ 䈜㻡 㻟 㻟 ⏕༠
㻡㻜 ኱ 㻲㻤㻡 ↓⫋ ༙㻝 㻟 㻟 㧗㔝
㻡㻝 ኱ 㻲㻠㻜ᚋ ఍♫ဨ ༙㻝 㻟 㻟 ᒾ಴䚸㧗㔝
㻡㻞 ኱ 㻹㻢㻢 ↓⫋ ᭶㻞䡚㻟 㻟 㻞 ほග᣺⯆ ᰴ୺ ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸㧗㔝
㻡㻟 ኱ 㻲㻤㻜 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻞 㻟 㧗㔝
㻡㻠 ኱ 㻹㻣㻡 ↓⫋ ᭶㻞䡚㻟 㻞 㻟 ᒾ಴
㻡㻡 ኱ 㻹㻠㻤 ఍♫ဨ 㐌㻝 㻞 㻟 ほග᣺⯆ ಟᏛ㝔
㻡㻢 ᮶ 㻲㻢㻜ᚋ ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻟 㻟 ኱ὠᕷ
㻡㻣 ᮶ 㻹㻣㻠 ↓⫋ ᭶㻝 㻝 㻟 ಟᏛ㝔䚸㧗㔝
㻡㻤 ᮶ 㻲㻡㻜 ୺፬ 䛺䛧 㻞 㻟 ほග᣺⯆ 㧗㔝䚸኱ὠᕷ
㻡㻥 ᮶ 㻹㻣㻢 ㎰ᴗ 㐌㻞䡚㻟 㻝 㻞 ዲᚠ⎔䚸㔠㖹཰ධ ᰴ୺䚸఍ဨ䠄⡿䚸㔝⳯䠅䚸㻝㻜 ᒾ಴
㻢㻜 ᮶ 㻹㻣㻡 ↓⫋ ༙㻝 㻟 㻟 ኱ὠᕷ䚸ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻢㻝 ᮶ 㻲㻡㻡 ୺፬ ᖺ㻝 㻞 㻟 㔠㖹཰ධ ໭༊
㻢㻞 ᮶ 㻲㻟㻢 ୺፬ 㐌㻞䡚㻟 㻝 㻝 ほග᣺⯆ ⏕༠䚸ᒾ಴䚸㧗㔝
㻢㻟 ᮶ 㻲㻡㻟 ⮬Ⴀ 䈜㻡 㻟 㻟 ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔
㻢㻠 ᮶ 㻲㻢㻤 ᑎ♫஦ົ ༙㻝 㻟 㻟 ⏕༠䚸㧗㔝
㻢㻡 ຾ 㻹㻢㻡 ↓⫋ ༙㻝 㻞 㻟 㔠㖹཰ධ ኱ὠᕷ䚸㧗㔝
㻢㻢 ຾ 㻲㻤㻢 ↓⫋ ༙㻞䡚㻟 㻝 㻝 ᠁䛔䛾ሙ ᵝ䚻
㻢㻣 ຾ 㻲㻡㻜๓ ఍♫஦ົ 㐌㻞䡚㻟 㻞 㻝 㞠⏝䛾☜ಖ ⏕༠䚸㧗㔝
㻢㻤 ຾ 㻹㻣㻢 ↓⫋ 䛺䛧 㻝 㻟 㔠㖹཰ධ ኱ὠᕷ
㻢㻥 ຾ 㻹㻢㻢 ⮬Ⴀ ༙㻞䡚㻟 㻟 㻞 ほග᣺⯆ 㧗㔝
㻣㻜 ຾ 㻹㻞㻥 ↓⫋ ༙㻝 㻟 㻟 ᒾ಴䚸ಟᏛ㝔





注 2）回答者について、M は男性、F は女性、数値は年齢を表す。
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の 4 点が挙げられる（佐々木 2014）。
7）岡田（2005）68-90 頁参照。















3 に村が全額出資した財団法人の役割、第 4 に高
齢者に視点を置いた地域づくり。























































に指定されている（2014 年 5 月 20 日現在）。
15）大原地域の高齢化率は、1990 年に 20.7％で
あったが 1995 年に 32.4％に上昇した。その後、








校。2014 年度は、児童及び生徒数は約 20 年前






いたが、平成 23 年以降の調査年報ではトップ 25
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のランク外となっている。因みに、平成 22 年の

















































28）2013 年 1 月と 2 月に店内で実施して計 232
人から回答を得た。
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